「特定事業所集中減算」事務手順フローチャート

「全て」の就労選択支援事業所は、
１	「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」を作成してください
作成
した
２
移行率最高法人が 80％を超えたサービスはありますか
なし
３
提出書類はありません。（減算対象外です）
作成した「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告
書」は５年間保存してください。
あり
なし
４
特定事業所集中減算の対象となります。
「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」等を提出してください。















３
80％を超えるに至ったことについて、正当な理由はありま
すか
※「特定事業所集中減算「正当な理由」の判断基準」参照

あり

※減算対象となる例４
「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」に「正当な理由」を記載して提出してください。
正当な理由があれば減算対象外となるため、体制届の提出
は必要ありません。
ただし、理由が不適当と判断された場合は減算対象となり
ます。

	判定期間内にアセスメントを終了した人数
	移行先サービス内訳
	移行率最高法人利用者数
	計算式
	

	
30名
	就労移行支援
	10名
	５名
	５名÷10名＝50％
	
減算
対象

	
	就労継続支援Ａ型
	10名
	２名
	２名÷10名＝20％
	

	
	就労継続支援Ｂ型
	10名
	９名
	９名÷10名＝90％
	



※「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」は５年間保存となります。

※移行率最高法人が80％を超えたサービスが１つでもある場合、減算対象となります。
（正当な理由がある場合を除く）

